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ボランティア休暇規程 

第１条（目的） 

 この規程は、職員が自発的かつ積極的に社会に貢献し団体内では得られない知識・スキル

を獲得すること、並びに団体外からの新たな知識・情報及び人脈を取り入れることの目的

のため取得する休暇（以下、ボランティア休暇という）の取り扱い等に関し、必要な事項

を定めたものである。 

 

第２条（適用対象者） 

 本規程は、就業規則にて定める全職員に適用する。ただし、次の各号のいずれかに該当す

る者は対象から除外する。 

（１）勤続１年未満の者 

（２）休職期間中の者 

（３）育児休業及び介護休業中の者 

（４）就業規則第 71 条にて出勤停止中の者 

（５）ボランティア休暇申請日からさかのぼって１年以内に欠勤日数が所定労働日数の 

２０％を超えたもの 

（６）その他団体が不適当と認めたもの 

 

第３条（条件） 

 ボランティア休暇制度は、職員が自発的かつ積極的にボランティア活動に従事するための

休暇を与えることが相当であると認められる場合に適用する。 

 

第４条（ボランティア活動の範囲） 

 本規程によるボランティア休暇制度の対象となるボランティア活動は、災害復興支援のた

めの活動とする。ただし、原則として日本国内において活動するものに限る。 

 

第５条（休暇の日数） 

ボランティア休暇の日数は、１年間につき５日を限度とする。なお、この場合の１年間 

とは毎年４月１日から翌年の３月３１日までの期間とする。 

２ 前項の休暇の単位は１日とし、分割又は連続して取得することができる。 

３ 未使用のボランティア休暇は次年度へ繰越すことはできない。 

 

第６条（休暇取得の手続き） 

 ボランティア休暇を取得しようとする者は、休暇開始の５労働日前までに「ボランティア

休暇申請書」により団体に申請し、その許可を得なければならない。 
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第７条（審査） 

 団体は職員からボランティア休暇の申請があったとき、遅滞なく所属長を通じて本人に許

可の通知をするものとする。 

 

２ 団体は業務の運営に支障をきたす恐れがあるときは、その時季を変更してボランティア

休暇を許可することがある。 

 

第８条（賃金の取扱い） 

 ボランティア休暇を取得した日については、賃金は支給しない。 

２ ボランティア活動で報酬又は手当などが支給される場合は、所属長にその旨報告しなけ

ればならない。 

３ ボランティア活動に伴って発生する交通費、活動費等の費用は、職員の負担とする。 

 

第９条（禁止） 

 職員は、取得したボランティア休暇を本来の目的であるボランティア活動以外のために利

用してはならない。 

 

第１０条（活動の報告） 

 ボランティア休暇を取得した職員は、ボランティア活動後、速やかに参加日時、参加内容、

感想等を記した報告書を団体に提出しなければならない。 

 

第１１条（雑則） 

 ボランティア休暇は、年次有給休暇とは別に取り扱う。ただし、ボランティア活動に年次

有給休暇を利用することを妨げるものではない。 

２ ボランティア休暇を取得した日は、出勤率の算定上、出勤したものとみなす。 

 

附 則 

この規程は令和６年３月１５日から施行する。 


